別記様式第１号

「新潟市みどりの農業推進プロジェクト」

入会届
　　　　　　　　　　　は、新潟市が運営・管理する「新潟市みどりの農業推進プロジェクト」（以下「プロジェクト」という）の趣旨・目的に賛同し、「新潟市みどりの農業推進プロジェクト会員規約」及び以下の事項に同意のうえ、本プロジェクトへの入会を申し込みます。

西暦　　　年　　月　　日申込
	フリガナ
	
	印

	氏名
	※法人にあっては名称及び代表者の氏名
	

	住　所
	〒

	
	

	電話番号
	自宅：
	FAX番号
	

	
	携帯：
	
	

	電子メール
	

	確認事項
（確認をして

チェック☑してください）
	①「新潟市みどりの農業推進プロジェクト会員規約」に同意します。
	□

	
	② J-クレジット制度における各種申請に際し、本入会届に記載された情報を、新潟市が使用することに同意します。
	□

	
	③ J-クレジット制度における各種申請に際し、本入会届に記載された以外の情報について、新潟市が必要とする場合は提供することに同意します。
	□

	
	④ J-クレジットの認証に際し、運営・管理者ならびに審査機関が必要に応じて実施する現地調査を受けることに同意します。
	□

	
	⑤ 新潟市各区農業再生協議会が管理している「水稲生産実施計画書 兼 営農計画書」（以下「計画書」という）の情報を新潟市が使用することに同意します。
	□

	
	⑥ クレジット認証の対象となる水田は、会員自身の計画書に記載されている水田とすることに同意します。
	□

	
	⑦ クレジット認証の対象となる水田の認証対象期間について、以下の事項に同意します。

・水田一筆毎に定めることとし、認証対象期間の開始日をプロジェクト登録申請のあった日（入会届が提出された日若しくはモニタリングが可能となった日のいずれか遅い日）が含まれる暦年の開始日又は、その翌暦年の開始日とします。認証対象期間の終了日は、認証対象開始日から８年を経過する日までとします。

・また、認証対象期間の開始日以降に、異なる農業者間で水田の権利移動等が発生した場合であっても、終了日は認証対象期間の開始日から起算して最大８年を経過する日までとし延長は認めません。
	□

	
	⑧ 水稲栽培における中干し期間延長による土壌からのCH4排出量削減についての環境価値 (温室効果ガス排出量の削減効果=J-クレジット) を新潟市へ譲渡すること、その結果として「水稲栽培における中干し期間を延長することで温室効果ガス排出量を削減」したことを主張できなくなることに同意します。
	□

	確認事項
（確認をして

チェック☑してください）
	⑨ J-クレジット制度に係る各種手続き（プロジェクト登録、クレジット認証・発行申請等）やクレジット売買及び収益の活用について、新潟市に事務委任することに同意します。
	□

	
	⑩「新潟市みどりの農業推進プロジェクト」への入会にあたり、他の類似制度及びJ-クレジット制度における、先行する同一内容（水稲栽培における中干し期間の延長）のプロジェクトのいずれにおいても登録していません。
	□


	
	⑪ 水稲栽培における中干し期間の延長に係る妥当性確認及び検証等にあたって、新潟市が必要とする情報の提供を求められた際に、虚偽の報告を行いません。
	□

	
	⑫ その他、本プロジェクトの運営及び管理に関して必要なことで、運営・管理者が求めるときは協力をします。
	□

	
	⑬ 日本経済団体連合会における経団連カーボンニュートラル行動計画への参加については以下の通りです。
□　参加しています　　　□　参加していません
	

	
	⑭ 地球温暖化対策の推進に関する法律に基づく算定・報告・公表制度における
· 特定排出者に該当します　□　特定排出者に該当しません
	

	
	特定排出者に該当する場合、新潟市へ譲渡した環境価値 (J-クレジット) に相当する排出量を、当該年度の調整後排出量の計算において加算することに同意します。
特定排出者コード (9ケタの値):


	□

	
	⑮ エネルギーの使用の合理化に関する法律に基づく定期報告における

□　対象者に該当します (□一種　□二種)

□　対象者に該当しません

対象者に該当する場合:

省エネ法特定事業者番号又は特定連鎖化事業者番号 (7ケタの値):

省エネ法指定工場番号 (7ケタの値):


	

	
	⑯「別添 環境社会配慮を行い持続可能性を確保することの同意書」にプロジェクトに必要な事項を記入しました。
	□

	
	⑰ 以下の情報を確認できる生産管理記録等の資料及びその他新潟市が必要とする資料を添付しました。
　・中干し期間の延長を実施する水田の所在地
　　（同一所在地において農地の枝番号、管理番号等がある場合はその情報を含む）
　・プロジェクト実施前の直近2ヵ年以上の当該水田における中干しの実施日数
	□



別添 　　環境社会配慮を行い持続可能性を確保することの同意書

新潟市　御中
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
会員名（法人にあっては名称及び代表者の氏名）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
国内における地球温暖化対策のための排出削減・吸収量認証制度（J-クレジット制度）に、方法論AG-005（水稲栽培における中干し期間の延長）に基づくプロジェクトを登録して実施するにあたり、人間の健康と安全、自然環境、社会への影響を回避または最小化し、受け入れることができないような影響をもたらすことがないよう、環境社会配慮を行い持続可能性を確保するため、

・エネルギーの使用の合理化及び非化石エネルギーへの転換等に関する法律 
・地球温暖化対策の推進に関する法律

その他関連法令等を遵守することを誓約します。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以
新潟市受理


年　月　日








